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１ 募集目的 

 新宿は日本最大級のターミナル駅であるとともに、都内でも有数の人気観光地でも

あることから、外国人旅行者等のニーズに的確に対応できる観光案内所の運営が求め

られています。 

  東京都では、バスタ新宿内に「東京観光情報センター（以下「本センター」という。）」

を設置し、都内及び全国の観光情報を提供するとともに、民間事業者と連携して外国

人旅行者等が求めるサービスを提供しております。 

このたび、民間事業者としてのノウハウや創意工夫を活かし、旅行者に対する魅力

的なサービスを提供する事業者を募集します。 

 

２ 事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 本センターの概要 

  名 称   ： 東京観光情報センターバスタ新宿 

  所 在   ： バスタ新宿３階（東京都渋谷区千駄ヶ谷５－２４－５５） 

営業日  ： 年中無休 

  営業時間 ： 午前 6 時 30 分-午後 11 時 00 分（観光案内サービスのみ。その他サ

ービスについては事業者の提案による。） 

対応言語 ： 日本語・英語・中国語・韓国語（観光案内サービスのみ。その他サ

ービスについては事業者の提案による） 

 フロア面積：  313 ㎡／うち事業者用面積約 23.798 ㎡（うちバックヤード約 8㎡を含

む）（別紙１「施設概要」参照） 

 

４ 募集対象事業 

  募集対象事業は、以下の事業とします。 

 ①宅配・手荷物預かり業務 

 ②外貨両替業務（有人（又は自動両替機）による両替業務等） 

 ③旅行等販売業務（宿泊、旅行、交通チケット販売等） 

     
外国人旅行者等向けの観光案内 

（多言語での観光案内（日・英・中・韓）） 

東京観光情報センターバスタ新宿で提供するサービス 

・宅配・手荷物預かり 

・外貨両替 

・交通チケット販売 等 

東京都が提供 事業者が提供 
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  ※上記①は必須とし、②③を提案することも可能です。 

  ※事業者については、国土交通省「手ぶら観光」共通ロゴマークを申請していただ

きますので、共通ロゴマークの掲出基準を備えていただく必要があります。詳し

くは国土交通省のホームページにてご確認ください。 

 

５ 応募条件 

 （１）応募者の資格 

 応募の資格者は、次の要件を満たした法人とします。 

 ア  本募集要項に記載する事項を遵守することを前提として、サービスを提供する

事に意欲があること 

 イ  良質で優良なサービスを提供できる能力と実績を有するとともに、社会的信用

があり、企画・運営のノウハウをもつ専門会社であること 

    ※複数の企業で構成されたグループでも、当該資格を満たせば応募することは

可能です。ただし、その場合には、当該グループの構成企業の中から代表企業

を定め、当該企業を応募者としてください。 

なお、代表企業は、協定等について、都との調整・協議等における窓口役を

担うほか、協定が定める期間終了まで構成企業の債務すべてについて連帯して

責任を負うものとします。 

 ウ サービス提供及び今回の提案を実施するために必要な免許等を持ち、かつ令和

３年１１月１日現在において、東京都内に同様の店舗を有し、健全な経営を行

っている者であること 

エ 法令等に違反する事実がないこと 

オ 事業税及び法人税又は所得税の滞納をしていないこと 

カ 公的機関等との契約における違反がないこと 

キ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅

かすおそれのある団体に属するものでないこと 

ク 会社更生法、民事再生法等により、更生又は再生手続等を開始していないこと 

ケ 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員が

暴力団員等（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号）第２条

第２号に規定する暴力団並びに同条第３号に規定する暴力団員及び同条第４

号に規定する暴力団関係者をいう。）に該当する者でないこと 

コ 公序良俗に反する事業を行っていないこと 
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（２）応募企業等に参加資格要件を欠く事態が生じた場合の措置 

  ア 申請書の受付日から事業者決定の日までの間に、応募企業等に以下の事項が生

じた場合には、原則として失格とします。 

・参加資格要件を欠く事態が生じたとき 

・提出された書類に虚偽が判明したとき 

・著しく社会的信用を損なう等により、事業者としてふさわしくないと都が判

断したとき 

ただし、複数の企業による応募の場合は、代表企業の申出により、都の承認を

条件として参加資格要件を欠く構成企業（代表企業を除く。）の変更ができるも

のとします。 

 イ 事業者決定の日から、協定を締結するまでの間に、応募企業等に以下の事項が

生じた場合には、都は協定を締結しないことがあります。 

・参加資格要件を欠く事態が生じたとき 

・提出された書類に虚偽が判明したとき 

・著しく社会的信用を損なう等により、事業者としてふさわしくないと都が判

断したとき 

この場合、都は、一切責を負わないものとします。ただし、複数の企業による

応募の場合は、代表企業の申出により、都の承認を条件として参加資格要件を欠

く構成企業（代表企業を除く。）の変更ができるものとし、代表企業と協定を締

結できるものとします。 

 

  なお、上記の理由により応募企業等が失格等になった場合には、他の希望者の

中から総合的に審査し、事業者を決定します。 

 

６ 開設・運営条件 

（１）運営の考え方について 

 事業者は、本センターに相応しい、利用者サービスの提供に努めるとともに、次

のような観点で運営していただきます。 

運営に当たっては、事業者は都と協定書を締結します。 

 

  ア 旅行者（特に外国人旅行者）のニーズへの対応 

 ・本センターの目的及び旅行者のニーズに合致し、利便性を重視した機能・商品

構成・サービスの提供 

 ・利用者の動向や意見に応じた柔軟な対応 

  イ 本センターにふさわしい内装・レイアウト・備品設置 
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 ・本センター全体の内装デザイン、コンセプトに適合した内装 

 ・利用者の動線、避難動線に配慮し、かつ構造上の制約及び防災に遵守したレイ 

アウト 

 ・本センターにふさわしく、かつ設置諸条件を遵守した備品の設置 

  ウ 安定的かつ継続的な運営 

 ・資金、人材、ノウハウ、商品・サービスの開発力等の支援体制 

 ・効率的・安定的な運営を支援する商品等の物流管理・サービス管理システム 

 ・おもてなしの接客に加え、適切にサービスを提供できる徹底した従業員の教

育・訓練体制 

 ・適正な従業員配置体制と適正な安全管理・衛生管理体制 

 ・算出根拠が妥当で健全な収支計画 

  エ 環境への配慮・公共貢献 

・設置する設備・機器類の省エネルギーへの配慮 

・発生する廃棄物の適正な回収・廃棄 

   ・本センターへの貢献（事業者の通常業務以外での本センターへの貢献） 

 

（２）営業時間等 

 ア  本センターの営業時間（午前６時 30 分から午後 11 時まで）の間で任意で設定

いただきます。ただし、営業時間は事前に都に申告し、都の許可なしに変更す

ることはできません。 

 イ  休業日はありません。年中無休にて営業していただきます。 

    ただし、都が認めた場合はこの限りではありません。 

 

 （３）対応言語 

        対象事業の実施に当たっては、上記の営業時間中、多言語対応できる体制を確 

保してください。 

     

 （４）施設・設備 

  ア 事業者は、運営に当たり、提案した企画提案内容に基づき作成した事業計画に

より、自らの責任と負担において、必要な工事を行っていただきます。 

 イ 設置工事については、原則、什器等の設置のみで壁等の設営ができません。工

事開始前に、都と協議を行った上、都の承諾を得ることとします。 

   ウ 工事及び搬入搬出が必要な場合には、センターの営業時間外に実施していただ

きます。 

   エ 工事に当たっては、別途書類の提出が必要になりますので、事前に都に協議し
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てください。 

 オ 事業者が設置工事により設置した設備等については、事業者が自らの負担と責

任において、維持管理を行っていただきます。なお、改修の必要が生じた場合

は、事業者の責任と負担において行っていただきます。 

  カ 事業者工事については、令和４年 3月中旬以降となる予定です。 

 

 （５）使用面積 

   約 23.798 ㎡（最大）（うちバックヤード約 8㎡を含む。） 

※バックヤードとは、宅配・手荷物預かり業務の荷物預かりスペースのこと 

 

 （６）運営期間 

 ア  運営期間は、運営開始の日から１年間とします。運営開始前の準備については、

期間に含みませんが、撤収する場合は期間内に実施してください。 

 イ 事業者が継続使用を希望する場合は、運営状況等を確認し、本センター運営上

の支障がないと都が認めた場合、１年ごとに更新し、運営期間を最大 3年まで

延長することができます。 

 ウ 事業者は途中退去を希望する際は、退去希望日の 6ケ月前までに都に申請し承

認された場合に限り、退去することができます。 

  

（７）施設使用料 

   無償。 

ただし、別途管理費を負担していただきます。 

 

 （８）管理費 

  ア 光熱水費として電気料・水道料・通信費、及び本センターの警備・清掃等に要

する施設運営関連経費（令和４年度の月額：約 200,000 円程度を想定）を別途、

都の指定する期限までに納付していただきます。この金額は、電気等の使用量

等に基づき毎月変動します。 

 イ  事業者が個別契約した通信回線費・警備関係等は、使用者が個別に負担してい

ただきます。 

 

 （９）運営方法 

  運営は、原則企画・運営のノウハウをもつ運営会社の直営によることとします。

ただし、都が認めた場合はこの限りではありません。 
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 （10）運営上の遵守事項 

 事業者には、次の各号に掲げる事項を遵守していただきます。 

 ア  運営部分を第三者に使用させてはいけません。 

  時間帯や形態を問わず、いかなる場合でも、事業者は、協定書等に基づく権利

の全部又は一部を第三者に譲渡し、転貸し、質入れ、若しくは担保に供し、又

は営業の委託、若しくは名義貸し等をすることはできません。 

 イ  本センターは、複合施設内に設置され、多くの来場者があるため、所轄消防署

から防災管理を強く指導されていることから、運営に当たっては消防法その他

関係法令で定める事項を遵守してください。 

 ウ 運営場所にある設備等については、善良なる管理者としての注意と責任をもっ

て使用するとともに、清潔の保持に努めてください。 

 エ 事業者が都に提出した事業提案書の内容を変更しようとするときは、あらかじ

め書面による承諾を得てください。 

 オ  自動車を使用し、又は使用させる場合は、「都民の健康と安全を確保する環境

に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５号）」ほか、各県条例に規定す

るディーゼル車規制に適合する自動車を使用してください。 

  なお、適合の確認のために、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物

質減少装置装着証明書等の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やか

に提示又は提出してください。 

 

 （11）運営の取消し又は変更 

 次の各号に該当するときは、運営の取消し、又は変更することがあります。 

 ア  都が、事業者がサービス提供しているスペースを、公用又は公共用に供するた

め必要とするとき 

 イ  事業者が使用上の遵守すべき事項を守らないとき、その他、都と事業者の間で

取り交わした約定に違反したとき 

 ウ 正当な理由なくして、都の指定する期日までに管理費等の払い込み及び使用許

可の手続きに応じなかったとき 

   エ 都が取り消しが妥当と判断したとき 

 

 （12）運営期間終了時の条件等 

 ア  運営期間が満了したとき、又は(11)により運営許可を取り消された場合、事業

者は直ちに自己の負担で、テーブル等の備え付けの什器・備品、機器及び内装

等を含めた全ての施設・設備を撤去し、都の承認を得た上で速やかに退去して

いただきます。 
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 イ  撤去後の床や壁面の損傷については、都と協議のうえ、修復していただきます。

この場合、事業者は一切の補償を都に請求することはできません。 

 

 （13）損害賠償 

 事業者は、本センターの使用に当たり、都又は第三者に損害を与えたときは、

すべて自己の責任でその損害を賠償しなければなりません。 

 

 （14）その他 

 ア 開設準備及び事業実施に関する費用を都が負担することはありません。 

 イ 事業者は、都の指示に従い、建築、電気、機械及び防災等の各設備を、常に良

好な状態に保つよう使用することとします。 

 ウ 開設準備に際し、都が指示をした場合はそれに従ってください。 

 

７ 応募手続き等 

 (１) 公募スケジュール（予定） 

 申込書・質疑書の受付 11 月 19 日（金）～12 月 3 日（金） 

 質疑書に対する回答 12 月 13 日（月） 

 企画書等の受付 12 月 14 日（火）～令和 4年 1 月 7 日（金）※ 

 企画審査会の開催 1 月中下旬頃 

 事業者の決定 2 月上旬頃 

 事業者入居用工事 令和 4年 3月中旬以降 

事業者のサービス開始   令和 4年 4月 1日以降 

  ※応募多数の場合は企画審査会の前に書類審査を実施する場合があります。 

 

（２）申込書の受付 

 サービス提供希望事業者は、以下のとおり申込書を郵送してください。 

  

 ア 受付日時 

  令和３年１１月１９日（金）から１２月３日（金）まで（必着） 

イ 提出先 

  〒163-8001 東京都新宿区西新宿２－８－１東京都庁第一本庁舎 19 階北側 

  東京都産業労働局観光部受入環境課調整担当 

 電 話：03-5320-4800(直通) 
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 （３）図面等の閲覧 

希望者は、設備・機器一覧、電気配線図等を以下のとおり閲覧できます。 

 ア 閲覧期間 

 期間：令和３年１１月１９日（金）から１１月２９日（月）まで 

  時間：午前９時３０分から午後５時まで 

       （正午から午後１時までを除く。） 

イ 閲覧場所 

  「７（２）イ提出先」と同じ 

    ※図面等の閲覧を希望する場合には事前に担当までご連絡をお願いします。 

 

 （４）質疑及び回答 

  この募集要項に関する質疑は、別紙３「質疑書」により受け付けます。 

 質疑書を提出する場合には、E-mail でお願いします。 

  ア 質疑者の資格 

  申込書を提出した事業者 

 イ 質疑受付日時 

  令和３年１１月１９日（金）から１２月３日（金）午後５時まで（必着） 

 ウ 質疑への回答 

  令和３年１２月１３日（月） 

  ※ 申込書を提出した方全員に E-mail にて回答します。 

 エ E-mail 送付先 

   S0290603@section.metro.tokyo.jp 

 

 （５）企画書等の提出  

  申込書を提出した事業者は、以下のとおり企画書等を郵送してください。一度提

出された書類の差し替え及び返却はできません。 

 

 ア 提出書類 

  別紙 4「提出書類一覧」に記載の書類一式 

 イ 提出期間 

  令和３年１２月１４日（火）から令和４年１月７日（金）まで（必着） 

ウ 提出先 

  「７（２）イ提出先」と同じ 

 

 

mailto:S0290603@section.metro.tokyo.jp
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 （６）応募書類等に係る条件 

 ア 提出書類や資料の作成、提出に要する経費など、応募に掛かる経費はすべて応

募者の負担とします。 

 イ 提出期限以降における応募書類の差し替え及び再提出は原則として認めませ

ん。 

 ウ 提出された書類は、選定を行う作業に必要な範囲において、複製することがあ

ります。 

 エ 提出された応募書類は返却しません。なお、提出された応募書類は、選定結果

の公表に記載する場合及び本選定以外に提出者に無断で使用しません。 

 オ 企画書等の作成のために都から受領した資料は、都の許可なく公表し、又は使

用することはできません。 

 カ 応募に関する費用について、都は負担しません。 

キ 応募に際し、応募者が損害を受けた場合において、都はその費用を負担しませ

ん。 

 

８ 事業者の選定 

 （１）事業者の決定方法 

  応募の中から、審査会において、事業者を決定します。 

 

 （２）審査会による決定 

   提出書類及び審査会でのプレゼンテーション、質疑等を通じ、審査会において 

決定します。 

   なお、審査会の詳細については、応募者の皆様に別途ご通知させていただきます。 

① プレゼンテーション及び質疑の実施 

ア）審査会では、応募者にプレゼンテーション（１５分）を行っていただきます。 

イ）プレゼンテーションに利用できる資料は、応募書類の資料のみとします。 

   ウ）プレゼンテーション終了後、内容についての質疑（１０分程度）を行います。 

② 審査会による選定 

提出書類と応募者からのプレゼンテーション及び質疑等の内容を踏まえ、審 

査会で選定し、都が事業者を決定します。 

なお、審査会は決定に当たって意見を付すことができることとします。 

 

（３）審査等の視点 

① 本センターの目的の理解度、目的達成に向けての考え方 

・訪日外国人旅行者向けの観光情報発信拠点としての本施設の特色を理解し、

目的達成に向けて取り組む意欲があるか。 
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・提供するサービス方針が、本施設の目的を理解したものであり、訪日外国人

旅行者の利便性を高めるものであるか。 

② 入居条件（営業時間、スペース、什器・備品） 

・営業時間は、本施設の利用者にとって利便性の高いものであるか。 

・使用するスペース及び什器・備品等は、本施設の設計与件に対して適切であ

るとともに、効率的でセキュリティ面等についても考慮されているか。 

③ 利用者（お客様）へのサービスの考え方 

・本施設の特性を踏まえたサービス水準となっているか。 

・提供するサービス（商品・メニュー等）は適切であるか。 

・他事業者との連携性について理解しているか。 

・利用者の利便性向上が期待できる提案があるか。 

④ 運営体制（人員体制・多言語対応計画等） 

・来場者数（利用者）の変化に柔軟に対応できる体制であるか。 

・多言語対応は適切であるか。 

・勤務事故等、トラブル時にも運営上支障のない対策が取られているか。 

・当該業務に精通した責任者を配置しているか。 

⑤ 収支計画 

・収支計画は実現性の高いものとなっているか。 

・中長期的にも無理のない収支計画となっているか。 

⑥ その他の提案 

・募集対象事業の機能以外に、本施設の全体の機能及び運営効率を向上させる 

提案があるか。 

・都への公共貢献など有益な提案があるか。 

⑦ 会社類似実績 

・対象事業における専門会社として、信頼できる十分な実績があるか。 

・サービス提供に必要な資格は有しているか。 

・類似施設、訪日外国人旅行者向けの同サービス提供の実績があるか。 

 

（４）応募・決定等に関する情報の取扱い 

   ① 各事業者の応募に関する情報については公開しません。 

   ② 審査結果については各応募者に文書で通知します。 

③ 事業者の決定にあたり、決定した事業者名及びその概要等について都より 

プレス発表を行います。 

 

（５）事業者の責務 

① 事業者は、企画の実現に真摯に取り組むこと 

② 事業者は、都が求める情報提供等の依頼に対し、真摯に対応すること 

③ 事業者は、都や公益財団法人東京観光財団からエリア視察等の要望が 

あった場合には、可能な限り、対応すること 
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④ 事業者は、本事業の実施において知り得た情報等を公表しないこと 

   ⑤  事業者は、毎月、利用実績等の情報を提供すること 

 

９ 留意事項 

（１）決定の取り消し 

① 公序良俗に反する事例があったとき。 

② 本センターの評判を著しく低下させる事例があったとき。 

③ 企画の実現に向けた進展が見られず、都から取組促進に向けた指摘等が 

なされたにもかかわらず改善が見られないとき。 

④ 公募に当たり虚偽の応募を行うなど、不正な行為があったとき。 

⑤ 自然災害等により計画の実現や提案事業の実施が困難となったとき。 

  

（２）企画及び提案事業の見直し等 

① 事後の事情変化等により、企画及び提案事業の変更が必要となる場合には、

都と協議の上、見直しを行うことができる。 

② 変更内容が当初の計画及び提案事業と著しく異なる内容となる場合などに

は、決定の取り消しを行う場合がある。 

③ 協議の結果、企画及び提案事業の変更を行う場合には、都への変更申請を行

い、その承認を得ることとする。 

④ 変更承認申請書等の手続きについては、必要に応じ、都が別途定めることと

する。 

 

10 その他 

  本要項に定めのない事項で疑義等が生じた場合には、当該内容について、疑義等の 

相手方と協議のうえ、都が別途定め、通知する。 


